
介
護
老
人
保
健
施
設
等
に
係
る

未
利
用
国
有
地
の
貸
付
の

対
象
施
設
の
見
直
し

平
成

30
年

7月
10
日

兵
庫
県

1

重点番号24：介護老人保健施設等に係る未利用国有地の貸付の対象施設の見直し
　　　　　　　　（兵庫県）
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介
護
施
設
等
整
備
に
向
け
た

未
利
用
国
有
地
の
有
効
活
用
の
経
緯
・
状
況
①

•
平
成

23
年
３
月
、
社
会
福
祉
施
設
等
の
整
備
を
推
進
す
る
た

め
、
国
（
財
務
省
）
は
、
未
利
用
国
有
地
に
定
期
借
地
権
を
設
定

す
る
貸
付
け
に
つ
い
て
、
貸
付
相
手
方
が
社
会
福
祉
法
人
等
で

あ
っ
て
、
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
施
設
に
つ
い
て
の
取

扱
い
に
関
す
る
通
知
を
発
出
。

•
平
成

28
年
、
介
護
施
設
整
備
の
加
速
化
に
資
す
る
よ
う
、
都

市
部
を
抱
え
る
８
都
府
県
を
対
象
に
、
定
期
借
地
権
に
よ
る
未

利
用
国
有
地
の
減
額
貸
付
（
当
初

10
年
間

50
%
減
額
）
を
開
始

（
平
成

32
年
度
ま
で
）
。
（
平
成

27
年

12
月

21
日
財
理
第

49
97
号
財
務
省
理

財
局
長
通
達
「
介
護
施
設
整
備
に
係
る
国
有
地
の
有
効
活
用
に
つ
い
て
」
）

2
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介
護
施
設
等
整
備
に
向
け
た

未
利
用
国
有
地
の
有
効
活
用
の
経
緯
・
状
況
②

•
兵
庫
県
で
は
、
平
成

29
年
度
、
財
務
事
務
所
か
ら
情
報

提
供
を
受
け
た
未
利
用
国
有
地

48
件
の
う
ち
、
８
件
（
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
７
件
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
事
業
所
１
件
。
全
て

神
戸
市
内
）
に
つ
い
て
定
期
借
地
権
を
活
用
し
た
事
業
化
が

決
定
。

•
定
期
借
地
権
に
よ
る
貸
付
に
は
、
用
地
取
得
費
等
が

不
要
で
初
期
投
資
額
が
大
幅
に
低
減
さ
れ
る
メ
リ
ッ
ト
が

あ
る
ほ
か
、
国
有
地
の
場
合
、
貸
付
料
か
ら
の
公
租
公

課
相
当
額
の
控
除
や
補
助
制
度
が
あ
る
こ
と
な
ど
、
特
に

都
市
部
で
は
施
設
整
備
で
の
用
地
確
保
に
と
っ
て
有
効
。 3
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4

財
務
省
資
料
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財
務
省
資
料

「
看
護
」
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
事
業
所

は
定
期
借
地
権
設
定
の
対
象
外

第
二
種
社
会
福
祉
事
業
を
実
施
し
な
い
介
護
老

人
保
健
施
設
は
定
期
借
地
権
設
定
の
対
象
外

（
兵
庫
県
内

17
4施
設
の
う
ち

16
4施
設
が
第
二
種
社

会
福
祉
事
業
を
実
施
し
て
い
な
い
）

5
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未
利
用
国
有
地
賃
料
減

額
対
象
施
設
等

地
域
医
療
介
護
総
合
確

保
基
金
（
定
期
借
地
権
一

時
金
補
助
対
象
）

社
会
福
祉
事
業

（
社
会
福
祉
法
）

○
○

○

※
1

○
※
1

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
※
2

○
※
3

○
※
3

○
○
※
3

○
※
3

○
○
※
3

○
※
3

○

※
１
※
２

※
３

定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護

認
知
症
対
応
型
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

緊
急
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ

区
分

社
会
福
祉
法
上
「
複
合
型
サ
ー
ビ
ス
福
祉
事
業
」
と
規
定
。
「
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
」
（
介
護
保
険
法
施
行
規

則
第
1
7
条
の
1
2
）
の
う
ち
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
の
み
が
対
象
と
さ
れ
て
い
る
。

生
計
困
難
者
に
対
し
て
、
無
料
又
は
低
額
な
費
用
で
利
用
さ
せ
る
場
合
は
、
第
二
種
社
会
福
祉
事
業
に
該
当
。

他
の
施
設
と
併
設
す
る
場
合
に
限
る
。

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

介
護
老
人
保
健
施
設

軽
費
老
人
ホ
ー
ム

養
護
老
人
ホ
ー
ム

認
知
症
対
応
型
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
に
よ
る

定
期
借
地
一
時
金
補
助
制
度
と
の
比
較

•
「
定
期
借
地
権
一
時
金
補
助
制
度
」
（
施
設
等
用
地
を
確
保
す
る
た
め
に
国
有
地
等
に
定

期
借
地
権
（

50
年
間
）
を
設
定
す
る
場
合
に
、
一
時
金
の
一
部
（
最
大
路
線
価
額
の

1/
4以
内
）
を
補
助
）

に
お
い
て
は
、
介
護
老
人
保
健
施
設
、
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

事
業
所
と
も
に
補
助
対
象
と
さ
れ
て
い
る
。

•
こ
れ
は
、
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
担
う
主
要
な
他
施
設
・
事
業
所
と
同
様
の

扱
い
。

6
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Sheet2

		

		区分 クブン				未利用国有地賃料減額対象施設等 ミリヨウコクユウチチンリョウゲンガクタイショウシセツナド		地域医療介護総合確保基金（定期借地権一時金補助対象） チイキイリョウカイゴソウゴウカクホキキンテイキシャクチケンイチジキンホジョタイショウ		社会福祉事業
（社会福祉法） シャカイフクシジギョウシャカイフクシホウ

		特別養護老人ホーム トクベツヨウゴロウジン				○		○		○

		介護老人保健施設 カイゴロウジンホケンシセツ				※1		○		※1

		軽費老人ホーム ケイヒロウジン				○		○		○

		養護老人ホーム ヨウゴロウジン				○		○		○

		認知症対応型グループホーム ニンチショウタイオウガタ				○		○		○

		小規模多機能型居宅介護 ショウキボタキノウガタキョタクカイゴ				○		○		○

		看護小規模多機能型居宅介護 カンゴショウキボタキノウガタキョタクカイゴ						○		※2

		定期巡回・随時対応型訪問介護看護 テイキジュンカイズイジタイオウガタホウモンカイゴカンゴ				○※3		○※3		○

		認知症対応型デイサービス ニンチショウタイオウガタ				○※3		○※3		○

		緊急ショートステイ キンキュウ				○※3		○※3		○

		※１		生計困難者に対して、無料又は低額な費用で利用させる場合は、第二種社会福祉事業に該当。 セイケイコンナンシャタイムリョウマタテイガクヒヨウリヨウバアイダイニシュシャカイフクシジギョウガイトウ

		※２		社会福祉法上「複合型サービス福祉事業」と規定。「看護小規模多機能型居宅介護」（介護保険法施行規則第17条の12）のうち、小規模多機能型居宅介護のみが対象とされている。 シャカイフクシホウジョウフクゴウガタフクシジギョウキテイカンゴショウキボタキノウガタキョタクカイゴショウキボタキノウガタキョタクカイゴタイショウ

		※３		他の施設と併設する場合に限る。 タシセツヘイセツバアイカギ





様式

		　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年度地方分権改革に関する提案募集         　　　　　 ヘイセイネンドチホウブンケンカイカクカンテイアンボシュウ

				(1)		件名 ケンメイ		定期借地権を利用した未利用国有地の貸付条件の見直し テイキシャクチケンリヨウミリヨウコクユウチカシツケジョウケンミナオ						根拠法令・条項・条文
（該当箇所） コンキョホウレイジョウコウジョウブンガイトウカショ

														国有財産特別措置法第3条第4号 コクユウザイサントクベツソチホウダイジョウダイゴウ

						提案内容 テイアンナイヨウ		・国有地を活用して介護老人保健施設及び看護小規模多機能型居宅介護事業所を整備できるよう、減額貸付(50%)の対象とすること。
・貸付け要望受付け時において、貸付け料の参考価格が示されないため、貸付希望者が終始を見込むことが困難なことから、貸付希望者に、適正な時価に基づく貸付料の予定価格を示すこと。

						現行制度の概要及び現状
※再提案の場合は事情の変化等 オヨゲンジョウサイテイアンバアイジジョウヘンカトウ		１　事業内容：社会福祉法人が介護保険施設等の整備にあたり、未利用国有地を定期借地権により活用した場合に、10年間、貸付料を1/2減額する。
２　対象期間：平成28年1月1日～平成33年3月31日
３　対象地域：東京都、埼玉県、千葉県、愛知県、大阪府、兵庫県
４　対象施設：（考え方）医療介護総合確保基金の定期借地権一時金補助の対象で社会福祉事業に該当する施設等 ジギョウナイヨウシャカイフクシホウジンカイゴホケンシセツナドセイビミリヨウコクユウチテイキシャクチケンカツヨウバアイネンカンカシツケリョウゲンガクタイショウキカンヘイセイネンガツニチヘイセイネンガツニチタイショウチイキトウキョウトサイタマケンチバケンアイチケンオオサカフヒョウゴケンタイショウシセツカンガカタイリョウカイゴソウゴウカクホキキンテイキシャクチケンイチジキンホジョタイショウシャカイフクシジギョウガイトウシセツナド

						支障事例（事業内容及び支障の具体的な内容・件数、住民からの要望等） シショウジレイジギョウナイヨウオヨシショウグタイテキナイヨウケンスウジュウミンヨウボウトウ		近年、介護保険施設等の整備について、市町の公募が不調に終わる場合、特に都市部では、「土地の確保が困難」であることが大きな要因となっている。平成28年度地域介護拠点整備補助事業を実施した33市町のうち都市部を中心に6市町が整備が遅れた理由として「土地の確保」「土地代」をあげている。
このため、未利用国有地の活用及び賃料の減免は有効であり、H30.3.31現在、県に情報提供があった48件の未利用国有地のうち、９件で事業化が決まっている。
しかしながら、
①介護老人保健施設の一部と看護小規模多機能型居宅事業所が

						提案実現による効果 テイアンジツゲンコウカ		・全ての介護老人保健施設と看護小規模多機能型事業所が、未利用国有地の賃料減免（１／２）の対象となれば、医療介護総合確保基金の定期借地の一時金補助（補助率１／２）メニューと一致し、組み合わせて活用することで事業者の負担は大幅に軽減され都市部での事業者参入が進むと見込まれる。
・あらかじめ予定賃料を示すことで、収支予測が的確に行え、事業者は安心して参入できることから、介護保険施設等の整備が進むと見込まれる。 スベカイゴロウジンホケンシセツカンゴショウキボタキノウガタジギョウショミリヨウコクユウチチンリョウゲンメンタイショウイリョウカイゴソウゴウカクホキキンテイキシャクチイチジキンホジョホジョリツイッチクアカツヨウジギョウシャフタンオオハバケイゲントシブジギョウシャサンニュウススミコヨテイチンリョウシメシュウシヨソクテキカクオコナジギョウシャアンシンサンニュウカイゴホケンシセツナドセイビススミコ

						提案先 テイアンサキ		財務省
厚生労働省 ザイムショウコウセイロウドウショウ		対象団体（都道府県、市町村、企業・団体等） タイショウダンタイトドウフケンシチョウソンキギョウダンタイトウ		都道府県 トドウフケン		国からの人員移譲・財源移譲の必要性 クニジンインイジョウザイゲンイジョウヒツヨウセイ		不要 フヨウ

						提案部局 テイアンブキョク		健康福祉部 ケンコウフクシブ
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記載例

		記載例 キサイレイ

				(1)		件名 ケンメイ		国定公園における一定の工作物の建築にかかる環境大臣との協議を廃止すること コクテイコウエンイッテイコウサクブツケンチクカンキョウダイジンキョウギドウキョウギハイシ						根拠法令・条項・条文（該当箇所） コンキョホウレイジョウコウジョウブンガイトウカショ

														自然公園法第20条５項、第68条第２項、自然公園法施行規則第11条の３ ダイジョウコウ

						提案内容 テイアンナイヨウ		　国定公園において、一定の要件（高さが50メートル又はその地上部分の容積が30,000㎥超）を超える工作物新築、改築又は増築をする際に必要な環境大臣との協議を廃止すること イッテイヨウケンコサイヒツヨウカンキョウダイジンキョウギドウキョウギハイシ

						現行制度の概要及び現状
※再提案の場合は事情の変化等 オヨゲンジョウサイテイアンバアイジジョウヘンカトウ		「都道府県知事は、国定公園において、工作物の高さが50メートル又はその地上部分の容積が30,000㎥を超える新築、改築又は増築ついて許可をしようとする場合において、当該許可に係る行為が当該国定公園の風致に及ぼす影響その他の事情を考慮して環境大臣に協議しなければならない」と定められている。

						支障事例（事業内容及び支障の具体的な内容・件数、住民からの要望等） シショウジレイジギョウナイヨウオヨシショウグタイテキナイヨウケンスウジュウミンヨウボウトウ		　兵庫県ではシカによる生態系への被害が深刻化し、被害額はH26年度約1.6億円（全国５位）となっており、防護柵等の設置が急務であることから、スピーディな対応が望まれる。
　しかし、許可に当たり環境大臣との協議には、処理期間（申請受理から回答まで）が２～３ヶ月程度かかる場合があるなど、事務処理に時間を要しており、国定公園の適正な環境保全や迅速な対応に支障を来している。
さらに、環境大臣との協議は現地確認を伴わない書類審査であることから、県の意見に疑義を示されることがほとんど無い状況であり、形骸化した手続とな

						提案実現による効果 テイアンジツゲンコウカ		　環境大臣との協議を廃止することで、国定公園の管理責任を持つ都道府県知事による当該公園の実情に応じた許認可を迅速に行うことができ、地域の実情を踏まえた国定公園の適正な環境保全のための対策に資する。

						提案先 テイアンサキ		環境省 カンキョウショウ		対象団体（都道府県、市町村、企業・団体等） タイショウダンタイトドウフケンシチョウソンキギョウダンタイトウ		都道府県 トドウフケン		国からの人員移譲・財源移譲 クニジンインイジョウザイゲンイジョウ		不要 フヨウ

						提案部局 テイアンブキョク		農政環境部 ノウセイカンキョウブ

						再提案の記載例 サイテイアンキサイレイ

				(2)		件名 ケンメイ		生産緑地地区指定の面積要件の要件緩和（再提案） ヨウケンカンワサイテイアン						根拠法令・条項・条文（該当箇所） コンキョホウレイジョウコウジョウブンガイトウカショ

														生産緑地法第3条

						提案内容 テイアンナイヨウ		　自己都合によらず現行の生産緑地地区の面積要件を満たさなくなった場合でも、生産緑地地区としての優遇措置を受けられるように面積要件及び解除要件を緩和すること。

						現行制度の概要及び現状
※再提案の場合は事情の変化等 オヨゲンジョウサイテイアンバアイジジョウヘンカトウ		　平成27年4月に都市農業振興基本法が成立。本年5月に策定された都市農業振興基本計画においても、生産緑地に関し、500㎡未満の農地やいわゆる「道連れ解除」への対応の必要性が明記されるなど、都市農業の振興、多面的機能の発揮が求められている。 ホンネンガツサクテイ

						支障事例（事業内容及び支障の具体的な内容・件数、住民からの要望等） シショウジレイジギョウナイヨウオヨシショウグタイテキナイヨウケンスウジュウミンヨウボウトウ		　本県では、平成26年度に9件（約2,000㎡）、平成27年度に4件（約800㎡）が自己都合によらず生産緑地を解除されている。例えば、複数人で１団の生産緑地の認定を受けていたが、そのうち１名が死亡した。しかし、その者には農業の後継者がおらず、その農地を手放すことととなったため、全体として緑地面積が500㎡を満たさなくなり、残りの者は農業を継続したいにも関わらず生産緑地の指定は「道連れ解除」となった。
　また、公共事業用地として収用され、生産緑地地区の面積要件が満たさなくなった場合でも、生産緑地地区の面積要

						提案による効果 テイアンコウカ		　意欲ある農業者が営農を継続できるだけでなく、都市における農地の減少が緩和されることから、住民は、雨水貯留などの防災効果やヒートアイランド対策、環境学習体験の場としての活用など、農地の多面的な効用を享受することができる。

						提案先 テイアンサキ		国土交通省 コクドコウツウショウ		対象団体（都道府県、市町村、企業・団体等） タイショウダンタイトドウフケンシチョウソンキギョウダンタイトウ		都道府県 トドウフケン		国からの人員移譲・財源移譲 クニジンインイジョウザイゲンイジョウ		不要 フヨウ

						提案部局 テイアンブキョク		農政環境部 ノウセイカンキョウブ



ポイント①
・都市農業振興基本法の成立や都市農業振興基本計画が策定されたことなど、事情が返納されたことが明記されている
ポイント②
・新たな支障事例（平成27年度の事例）が書かれており、農業の後継者にとって制度改正の必要性が書かれている

ポイント①
・過去の実績から環境大臣との協議に時間がかかっており、迅速に対応できないことが記載されている
ポイント②
・環境大臣との協議の実態（現地確認を伴わない書類審査）が書かれている
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		必要 ヒツヨウ

		不要 フヨウ





区分


未利用国有地賃料減


額対象施設等


地域医療介護総合確


保基金（定期借地権一


時金補助対象）


社会福祉事業


（社会福祉法）


特別養護老人ホーム ○ ○ ○


介護老人保健施設 △ ○ △


軽費老人ホーム ○ ○ ○


養護老人ホーム ○ ○ ○


認知症対応型グループホーム ○ ○ ○


小規模多機能型居宅介護 ○ ○ ○


看護小規模多機能型居宅介護 ○ ○


定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ○※ ○※ ○※


認知症対応型デイサービス ○※ ○※ ○※


緊急ショートステイ ○※ ○※ ○※


△：生計困難者に対して無料又は低額な費用で利用させるものに限る


※：他の施設と併設する場合に限る




区分


未利用国有地賃料減


額対象施設等


地域医療介護総合確


保基金（定期借地権一


時金補助対象）


社会福祉事業


（社会福祉法）


特別養護老人ホーム ○ ○ ○


介護老人保健施設 ○


軽費老人ホーム ○ ○ ○


養護老人ホーム ○ ○ ○


認知症対応型グループホーム ○ ○ ○


小規模多機能型居宅介護 ○ ○ ○


看護小規模多機能型居宅介護 ○ ※２


定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ○※1 ○※1 ○


認知症対応型デイサービス ○※1 ○※1 ○


緊急ショートステイ ○※1 ○※1 ○


△：生計困難者に対して無料又は低額な費用で利用させるものに限る


※１：他の施設と併設する場合に限る


※２：社会福祉法上「複合型サービス福祉事業」と規定


　　　現在は、H24に創設された「看護小規模多機能型居宅介護事業」のこととされている


　　　（厚生労働省）が、今回の国事業では対象となっていない。




未利用国有地賃料減


額対象施設等


地域医療介護総合確


保基金（定期借地権一


時金補助対象）


社会福祉事業


（社会福祉法）


○ ○ ○


※1 ○ ※1


○ ○ ○


○ ○ ○


○ ○ ○


○ ○ ○


○ ※2


○※3 ○※3 ○


○※3 ○※3 ○


○※3 ○※3 ○


※１


※２


※３他の施設と併設する場合に限る。


特別養護老人ホーム


介護老人保健施設


軽費老人ホーム


養護老人ホーム


認知症対応型グループホーム


小規模多機能型居宅介護


看護小規模多機能型居宅介護


定期巡回・随時対応型訪問介護看護


認知症対応型デイサービス


緊急ショートステイ


区分





社会福祉法上「複合型サービス福祉事業」と規定。「看護小規模多機能型居宅介護」（介護保険法施行規


則第17条の12）のうち、小規模多機能型居宅介護のみが対象とされている。


生計困難者に対して、無料又は低額な費用で利用させる場合は、第二種社会福祉事業に該当。
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